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ICカード型電子マネーの
ブランド経験と買い物での利用

金　森　　　剛

１．問題の所在
　2011年６月時点の電子マネーの発行枚数は我が国の人口を超える１億5,852万枚に
まで増加している（日本銀行決済機構局　2011）。電子マネーの利用意向を規定す
る要因としては、利便性と経済性が主なものとして考えられてきた（渡部・岩崎　
2009）。しかし複数のブランドが競合する成熟段階においては、ブランド・イメージ
などの周辺的機能が重要となってきている。
　ICカード型電子マネーにはSuica（JR東日本）、PASMO（首都圏私鉄11事業者、バ
ス19事業者）などの交通系ICカードと、Edy（ビットワレット）、nanaco（セブン・
カード・サービス）、WAON（イオンリテール）といった流通系ICカードとがある。
本論では交通系ICカードと流通系ICカードが多数競合する東京地域を対象に、渡
部・岩崎（2009）が示す電子マネーの商品属性評価（利便性等）と、金森（2012a；
2012b；2012c）が提案するブランド経験要因の両方を仮説モデルに取り込み、電子マ
ネーの利用促進効果を実証する。

２．ブランド経験とDART
２－１．電子マネー利用意向の規定要因
　渡部・岩崎（2009）の実証研究によれば、「交通機関利便性」「不安感」「利用場所の問題」
の３つの要因が電子マネーの利用意向を規定していた。しかし「買い物利便性」と「不
便さ」は利用意向を規定していなかった。この時点では定期券や乗車券としての利用
の方が買い物の際の電子マネーとしての利用よりも重要であったようである。
　しかし複数のブランドが競合する成熟段階においては、ブランド・イメージなどの
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周辺的価値が重要となってくる。金森（2012a）は、広島での交通系ICカードの普及
スピードが、利便性評価だけでなく企業ブランドや地域ブランドの評価によっても規
定されていることを実証した。また金森（2012b）では、福岡での交通系ICカード（１
ブランド）と流通系ICカード（２ブランド）を比較し、いずれのブランドにおいても
ブランド経験が重要であるが、流通系ICカードの方が交通系ICカードよりも、ブラ
ンド経験が顧客満足度や電子マネー利用頻度を規定する力が大きいことが示された。

２－２．共感と参加
　Keller（2003）はブランド構築のステップの最終段階として、消費者とブランドと
の間に共鳴（レゾナンス）・共感が生まれ、この状態に至るとブランドは永続的に顧
客を維持することができるようになるとしている。Muniz and Oʼguinn（2001）はサ
ーブ、マッキントッシュ、フォード・ブロンコといったブランドについて調査し、ブ
ランド・コミュニティに参加することで共感が生まれ、「仲間意識」「儀式と伝統」「倫
理的責任」といった特徴が共通して観察されるとしている。また、一般にネットコミ
ュニティへの参加がブランド態度形成に寄与しているとの実証結果が報告されている

（金森 2009；金森・西尾　2005）。
　このように顧客がブランドと共鳴・共感して一体となり、コミュニティに参加して
いる状態が、ブランド価値が高い状態である。

２－３．経験価値
　Schmitt（1999）は顧客の経験するブランドの価値には５つの「戦略的経験価値モ
ジュール（SEM）」があるとしてる（表１）。特に「RELATE」は、Keller（2003）の「レ
ゾナンス」やMuniz and O'guinn（2001）の「ブランド・コミュニティ」に対応しており、
特定のブランドを核としたコミュニティに所属しているという感覚が存在する状態で
あると考えられる。
　後にBrakus, Schmitt and Zarantonello（2009）は、これらのブランド経験の強度が
ブランド・パーソナリティや顧客満足度を経由して、ブランド・ロイヤルティを規定
するという実証研究結果を報告している。

２－４．共創とDART
　Prahalad and Ramaswamy（2004）では、ブランド経験を充実させるためには消費
者が価値創造のプロセスに参加しやすくなければならないとし、そのための４条件を
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「DART」として提案している（表２）。この４つの要素が揃った時、「RERATE」を
はじめとするブランド価値を経験しやすくなる。その結果、「レゾナンス」が生じや
すくなり、「ブランド・コミュニティ」が形成され、ブランド価値が高まっていくこ
とが予想される。

表２．DART

３．電子マネー利用に関する仮説モデル
　これまでの検討を踏まえて、図１のように５つのパスを持つ仮説モデルを提案する

（H1）。電子マネーとその発行企業に関わるブランド経験が、顧客満足度を経て、買
い物での電子マネーの利用頻度と年間利用金額を規定すると考える。そのブランド経
験は、DARTの充実度によって規定されると仮定する。
　また渡部・岩崎（2009）が示すように、電子マネーの商品属性評価（利便性等）が
顧客満足度を規定するというパスも組み込んだ。かつては、この変数は電子マネーの
利用意向を規定していなかったが、今日では規定力があると仮定する。

表１．経験価値モジュール
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図１．仮説モデル

　ここでさらに金森（2012b）を踏まえ、「ブランド経験の強度が顧客満足度を規定
する力は、流通系ICカードよりも交通系ICカードの方が小さい（H2）」と、「顧客満
足度が買い物での電子マネー利用頻度と利用金額を規定する力は、流通系ICカード
よりも交通系ICカードの方が小さい（H3）」という２つの仮説を設定する。

４．実証方法
４－１．調査の概要
　以上の仮説を検証するためインターネットでのアンケート調査を実施した。対象は
楽天リサーチ社の東京都在住の調査パネルである。JRと私鉄の両方を利用できる地
域で、nanacoとWAONの比較が可能となるよう、江東区（人口46万人）、目黒区（同
27万人）、文京区（同21万人）の３つの区を選定した。nanacoが使える「イトーヨー
カ堂＋セブンイレブン」の店舗数とWAONが使える「イオン＋ミニストップ」の店
舗数の比率は、江東区で75対25、目黒区で84対16、文京区で86対14である。江東区は
相対的にWAON利用可能性が高い地域である。
　江東区と目黒区＋文京区との２地域に分け、各地域で男女それぞれ20代から60代

（一部70代で補充）に「電子マネーを利用している人」100サンプルずつを割り付け、
2012年２月上旬に調査を実施し、全体で2,000サンプルの有効回答を得た（注）。

４－２．尺度
　DART充実度については、Prahalad and Ramaswamy（2004）を用いて、後に示す
表３の項目を用いた。「あてはまる」から「あてはまらない」までの５段階尺度で回
答を得た。
　ブランド経験価値の強度については、Schmitt（1999）を用いた。表４に示すとお
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りである。「そう思う」から「そう思わない」までの５段階尺度とした。
　電子マネーの商品属性評価については渡部・岩崎（2009）を参考に、表５に示す項
目を用いた。「あてはまる」から「あてはまらない」までの５段階尺度を用いた。
　表６に示す通り、顧客満足度についてはOliver（1980）を用いた。「そう思う」から「そ
う思わない」までの５段階尺度とした。
　買い物での電子マネー利用頻度は、最もよく使う電子マネー・ブランドについて、

「ほぼ毎日」から「半年に１回程度かそれ以下」までの６段階尺度とした。
　買い物での電子マネー利用金額は、最もよく使う電子マネー・ブランドについて、
年間利用金額（円）で計測した。

５．分析結果
５－１．電子マネー利用実態
　最もよく使うブランドが主要5ブランドである1,917人について分析を行った。即ち
Edy（289人）、nanaco（119人）、WAON（129人）、Suica（735人）、PASMO（645人）
である。
　Edy、nanaco、WAONといった流通系ブランドの利用者の中では、相対的に江東
区に居住するサンプルが多い（図２）。男性比率が高いのはSuicaとnanacoである（図
３）。年代については、WAONユーザーに20代が少なく、Edyでは高齢者が少ない（図
４）。職業ではWAONユーザーに無職もしくは専業主婦の比率が高い（図５）。買い
物での利用頻度を比較すると、交通系ICカードの利用頻度が流通系のそれよりも高
いことが分かる（図６）。しかし年間利用金額はWAONが相対的に高額である（図７）。

ＰＡＳＭＯ（株式会社パスモ）

Suica（JR東日本）

ＷＡＯＮ（イオンリテール）

nanaco（アイワイ・カード・サービス）

Edy（ビットワレット）

江東区

文京区

目黒区

図２．最頻利用カード別利用者居住区
� （出所）電子マネーに関する調査2012
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ＰＡＳＭＯ（株式会社パスモ）

Suica（JR東日本）

ＷＡＯＮ（イオンリテール）

nanaco（アイワイ・カード・サービス）

Edy（ビットワレット）

男性
女性

図３．最頻利用カード別利用者性別
� （出所）電子マネーに関する調査2012

ＰＡＳＭＯ（株式会社パスモ）

Suica（JR東日本）

ＷＡＯＮ（イオンリテール）

nanaco（アイワイ・カード・サービス）

Edy（ビットワレット）

20代
30代

70代以上
60代
50代
40代

図４．最頻利用カード別利用者年齢
� （出所）電子マネーに関する調査2012

図５．最頻利用カード別職業
� （出所）電子マネーに関する調査2012
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５－２．因子分析による潜在変数の検討
　次に、DART充実度（表３）、ブランド経験強度（表４）、電子マネーの商品属性評
価（表５）について、因子分析を行った。最尤法を用い、バリマックス回転後の因子
負荷量を利用した。その結果DARTでは３因子、ブランド経験では２因子、商品属性
評価では４因子が抽出できた。なおいずれの因子についてもクロンバックのαは十分
に大きい。
　DART充実度とブランド経験強度については、金森（2012b）と同様の因子が抽出
された。電子マネーの商品属性評価については、プラスの評価である「利便性」とマ
イナスの評価である３つの因子が抽出された。
　これらの因子を用いて共分散構造分析を行った。モデルに用いた観測変数と因子は
表６の通りである。

ＰＡＳＭＯ（株式会社パ
スモ）　　　

Suica（JR東日本）

ＷＡＯＮ（イオンリテール）

nanaco（アイワイ・カー
ド・サービス）　　

Edy（ビットワレット）

0％ 50％ 100％

半年に１回程度以下

１か月に１回程度

２週間に１回程度

１週間に１回程度

１週間に2-3回程度

図６．最頻利用カード別利用頻度
� （出所）電子マネーに関する調査2012

図７．最頻利用カード別年間利用金額（単位：円）
� （出所）電子マネーに関する調査2012
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表３．因子分析（DART充実度）

表４．因子分析（ブランド経験の強度）

表５．因子分析（電子マネーの商品属性評価）
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表６．因子と観測変数
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５－３．共分散構造分析による仮説の検証
　図８が実証されたモデルである。観測変数、一部の潜在変数、誤差変数は記載を省
略した。モデルの適合度はほぼ十分なレベルにあると言えよう。
　仮説１の通り、DART充実度がブランド経験の強度を規定している。ブランド経験
の強度は、顧客満足度を規定し、また電子マネーの商品属性評価因子である「利便性」
と「不満」も顧客満足度を規定している。顧客満足度は買い物での電子マネー利用頻
度と利用金額を規定している。全てのパス係数は１％水準で有意であり、仮説モデル
は支持されたと言える。

図８．実証モデル

５－４．多母集団分析による仮説の検証
　この実証モデルについて、流通系ICカードと交通系ICカードの２つに分けた多母
集団分析を行った（表７）。各因子の構造についてはそのパス係数に等値制約を設け
た。その結果、「DART充実度」から「ブランド経験の強度」へのパス係数と、「利便
性」から「顧客満足度」へのパス係数について、いずれも交通系ICカードの方が有
意に小さかった。しかし「ブランド経験の強度が顧客満足度を規定する力は、流通系
ICカードよりも交通系ICカードの方が小さい（H2）」と、「顧客満足度が買い物での
電子マネー利用頻度と利用金額を規定する力は、流通系ICカードよりも交通系ICカ
ードの方が小さい（H3）」という２つの仮説はいずれも支持されなかった。
　そこでさらにEdy、nanaco、WAON、Suica、PASMOの５ブランドに分けて多母
集団分析を行った（表７）。その結果、PASMOについて「DART充実度⇒ブランド
経験の強度」、「利便性⇒顧客満足度」、「顧客満足度⇒電子マネー利用頻度」、「顧客満
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足度⇒電子マネー利用金額」のパス係数が有意に小さかった。よってH2は支持され
なかったが、H3はPASMOに限っては支持されたという結果になった。
　PASMOについては複数社の相乗りカードであるため、発行企業のイメージが曖昧
であり、「DART充実度⇒ブランド経験の強度」のパス係数が小さいという結果にな
ったと考えられる。また、PASMOユーザーはPASMO １枚しか保有していない人が
多い（図９）。そのために利便性評価の程度が顧客満足度に影響しにくいとも考えら
れる。

表７．多母集団分析結果（パス係数）

図９．最頻利用カード別保有カード枚数（単位：枚）
� （出所）電子マネーに関する調査2012
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６．結論
　以上のように仮説１は支持されたが、仮説２は支持されず、仮説３はPASMOに限
って支持された。
　渡部・岩崎（2009）のモデルでは、電子マネーの商品属性としての利便性と不便さ
は、電子マネー利用意向を規定していなかったが、本論では規定力があることが確認
された。また利用促進策として、商品属性の改善と同様にDARTやブランド経験を改
良することが有効であることが分かった。
　交通系ICカードの中では複数社相乗りのPASMOについて、DARTの改善によるブ
ランド経験の改良は難しく、また利便性の改善による顧客満足度向上と利用促進も困
難であることが分かった。その背景にはPASMOユーザーはPASMOしか持っていな
いことが多いという状況が考えられる。
　今後PASMOユーザーにとっても他のICカード型電子マネーとの使い分けが進む可
能性があり、流通系ICカードとの競争が激化すればDARTやブランド経験がより重
要になってくるだろう。しかし30事業者の共同利用であるために、企業イメージが希
薄である。DARTを充実させるためにブランド・イメージやブランド・アイデンティ
ティの確立が重要である。
　以上が東京地域におけるICカード型電子マネーの利用構造である。今後はDART
充実のための具体策の検討が課題である。

【注】
　本研究は科学研究費補助金の助成を受けたものである（基盤研究Ｂ「電子マネーの普及過程
と社会情報サービスイノベーション論の研究」）。
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